
1

土地活用の促進等に係るガイドブック
嵩上造成地編（改訂版）

（土地区画整理事業実施地区等）



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ 背景と目的

低平地（移転元地）

防災集団移転促進事業

地区外での再建

地区外での再建
嵩上造成地

高台移転地

浸水区域

災害危険区域 土地区画整理事業等

〇 被災地においては、今次津波による浸水区域内の一部を嵩上げし、居住地を整備

○ 嵩上造成地は、土地区画整理事業等により整備されている

○ この事業では、所有者の意向を踏まえた計画策定、換地設計により、売却・貸付意
向の所有者の土地を集約し、公営住宅用地、商業施設用地等に活用するなどの取組が
行われている

○ 一方で、このような工夫を行っても、時間の経過とともに所有者に意向の変化が生
じ、事業後において空き区画が発生している

「嵩上造成地」における
賑わい不足や空き区画の発生

被災地における現状
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ 背景と目的

必要な対策

〇 土地利用の意向のない所有者から、土地を使いたい利用者に、土地を円滑に供給することが
必要

〇 利用意向者の問合せを待っている状態では空き区画となっている土地のニーズを捉えること
には限界があり、積極的に情報発信を行う必要

土地を使いたい人に、土地を使ってもらうよう促す

ただし、民間取引に委ねても被災地では必ずしも民間による不動産取引が活発であるとは限らない…

公共が関与する形で土地を使いたい人に円滑に供給する仕組みを構築

本ガイドブックは、・・・

空き区画の
土地情報の公開

使いたい人に土地を紹介
（マッチング）

土地の利用

土地を円滑に供給する仕組み（イメージ）

全国、被災地の事例を踏まえ、仕組みの構築の方法をまとめたもの
取組の流れにおけるポイントを紹介

⇒ 復興の事業期間のみならず平時のまちづくりにおける取組、
将来的な災害発生時における復興事業と土地活用の促進等の取組に活用することを想定
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ガイドブックの構成

土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ 背景と目的

〇 取り組むべき事項を段階に分けて手順を解説するガイドブックを３つの章立てにより作成

＜嵩上造成地編＞＜低平地編＞ 不特定多数の利用主体に対して土地情報を分かりやすく提供
することで土地利用を図る手法を、土地属性に着目して整理したもの

＜利用主体想定編＞ 利用主体を想定してそれらへのサウンディング調査等を経てマッチング実
施まで至る手法を整理したもの

〇 平時のまちづくりにおける取組でも活用可能な内容を含んでおり、参考に活用いただきたい

4



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ 背景と目的
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〇 嵩上造成地・低平地・利用主体想定編の３
編によって、嵩上造成地と低平地（移転元地
等）の土地マネジメントについて、段階ごと
のフローを整理

＜嵩上造成地編＞では、未利用の換地等のマッ
チング実施を経て、＜利用主体想定編＞の

取組で利用主体が見つからない場合等に、土
地保全の検討を行う流れ

＜低平地編＞では、未利用の移転元地等の方針
等の検討を経て、＜利用主体想定編＞の取組
で利用主体が見つからない場合等に、土地保
全の検討を行う（再自然化を含む）流れ



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ

〇 土地活用の仕組みの構築に向け、基
本となる取り組むべき事項を７つの段階
に分けて解説

〇 全国及び被災地における先行事例や、
復興庁で実施したモデル調査の内容を整
理し、まとめたもの

〇 地域により、体制や取組の目的、所
有する土地情報等、状況が異なることか
ら、地域にあった仕組みが構築できるよ
う、取組手順ごとに、参考となる留意点
や事例等も示している
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

１ 組織・仕組みづくり

Step１ 土地活用の目的を明確にし、組織体制を構築

市町村
区画整理部署

生活支援部署 新規土地活用部署

商業・産業部署

政策部署

公有地管理部署

１ 土地活用の促進の目的の明確化

２ 目的に沿った組織体制を構築

３ 担当職員を配置

⇒ 地域の課題を踏まえ、空き区画の活用を図る目的を決め、担当部署を明確化する
⇒ 被災地では、企業誘致等を目的にした例【土地活用型】、個人住宅等の再建を目的にした例【生活再建

型】の２パターンがある。両方の観点を意識して取り組むことも重要

⇒ 既存組織で対応する場合は、例えば、土地情報を持つ土地区画整理事業等の担当部署、産業誘致に関係
する商業・産業部署、住宅再建に関係する生活支援部署等が連携する体制がある

⇒ 責任分担のさらなる明確化、政策の重点化のため、新規の専任部署を立ち上げる方法もある

新規部署の立ち上げと
役所内の関連部署のイメージ

⇒ 円滑な取組を実施するため、土地情報や土地所有者の意向に詳しい職員（例えば、土地区画整理事業担
当者）や、土地情報の公開や不動産業者との連携の観点から不動産関連の知識に詳しい職員（宅地建物取
引士や不動産業経験者等）を配置すると良い
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

２ 基礎情報の収集整理

Step２ 空き区画等に関する基礎情報を確認

対象地区及び空き区画の情報（分布、面積、法規制、インフラの整備状況等）を確認・整理

⇒ マッチングの取組は、有用な土地情報を土地を利用しようとする方が得られるかがポイント
そのため、取組の基礎となる対象地区及び空き区画の情報（下表参照）を整理

⇒ 整理に当たっては、一般的な不動産取引に必要な宅建業法の重要事項説明に準じた情報が示せるよう準備
⇒ 嵩上造成地は、事業実施した地区であり、土地情報が比較的整理されているので、事業の土地情報を有効活

用できるメリットがある

項目 情報元の例

＜地区全体＞

空き区画分布と所有者意向（自己活用以外）、広域位置図

地区の土地利用計画、復興・復旧事業等の周辺事業スケジュール

地区へのインフラ（供給施設）整備状況、ハザード等

土地区画整理事業

＜個別宅地＞
位置 所在、地番、地図（区画形状・寸法・面積、地区内位置）、現地写真 土地区画整理事業
登記 地積（換地面積）、地番、地目、権利者（所有等） 登記情報
価格 参考価格（不動産鑑定、既存買取価格等） 既存の土地鑑定評価
接道 接道有無、道路幅員、私道負担有無 土地区画整理事業
法令制限 都市計画法（区域、線引、用途、地区計画有無、建蔽率/容積率）

建築基準法（防火、22条、39条、高度地区、その他）

その他制限・必要許認可手続き（農地法等）
インフラ 種別（電気、上下水道、ガス、通信）

引込有無、事業者、協議先（引込元・本管復旧有無）
特記 利用可能・換地処分時期、現況（地形、擁壁、残存物、土地利用） 9



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ

Step３-1 土地所有者意向の把握
土地所有者への意向調査・個別ヒアリングの実施

⇒ マッチングの対象の土地を把握するため、空き区画の所有者に対して、自己活用予定の有無、売却・貸
付・交換に関する意向を調査

※ 固定資産税の納税通知書に空き家バンク等のお知らせを同封して、取組を周知している事例もある

⇒ あわせて、マッチングにおける土地情報の公開に備え、個人情報保護の観点から、土地の情報及び所有者
の意向の公開の可否についても確認

⇒ 土地区画整理事業中は、事業施行者として土地所有者への意向を調査しやすい。調査のタイミングを事業
部署と調整し、調査の際には土地所有者への取組への参加を働きかけると良い

※ 地権者に、事業終了の前に、事業の実施目的で入手した地権者情報を引き続き使用する旨の了承を得ておくとよい

Step３-２ 土地情報のまとめ（基礎情報+土地所有者意向）
１ 基礎情報と土地所有者意向の情報のまとめ（土地情報カルテの作成、図面の作成）

２ 庁内での情報共有化

⇒ 利活用ニーズを土地利用へ結びつけるため、Step1の体制で情報を共有する

⇒ Step2で整理した空き区画について、 Step3-1で調査した土地所有者の意向を整理し、図面化（見える
化）し、利活用可能な土地を抽出する（マッチング対象の土地を確定）

※ 作成した図面を公表することで、地域住民との課題の共有、土地需要の喚起を図ることも可能
※ 予め公表について土地所有者の同意が必要

⇒ Step2で調査した土地情報について、土地情報カルテに整理する
※ カルテで整理すると土地を利用したい人にすぐに情報提供が可能
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ

土地情報のカルテのイメージ

出典：釜石市区画整理土地活用支援支援制度
http://www.city.kamaishi.iwate.jp/fukko_joho/fukko_machidukuri/tochikatsuyou/index.html
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空き区画の位置と所有者意向（売却・賃貸）の
図面化のイメージ

出典：陸前高田市



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

４ マッチングの準備

事業者アンケート・ヒアリングの実施、ＰＲによる需要喚起

⇒ 事業者アンケート及びヒアリングを実施し、事業者の土地のニーズ（立地、面積規模等）を把握
⇒ PR活動も実施することで、対象地区の土地需要も喚起

Step４-１ 事業者意向調査

企業に対するニーズアンケート（左）とPR資料（右）のイメージ
（出典：東松島市）
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

４ マッチングの準備

１ 庁内、関係機関を含めたワンストップ対応可能なマッチング実施体制を構築する（宅建業者や
まちづくり会社等との連携）

⇒ マッチングの実施にあたり、Step1で構築した体制をベースに、必要な体制を構築する
⇒ 民有地の仲介の他、土地を使いたい人、所有者をフォローする体制にするため、宅建業者・協会、商工会

議所、NPOや地元団体（自治会等）と連携する事例もある
※ すでに土地取引が行われているところでは、業界団体等とも意見交換し、地域にふさわしい仕組みを検討すると良い
※ 買主・借主側が宅建業者を指定する形の協定では、遠方に在住する土地所有者の負担軽減を図るメリットも考えられる

Step４-２ マッチングに向けた体制と取組の流れの構築

実施体制の例（気仙沼市の事例） （出典：UR都市機構）

役割分担

・ＵＲ都市機構と気仙沼市（都市計画課）： 土地所有者の用地登録～利用希望

者への情報提供（事務局）

※ 契約手続は、市・URは関与しない

・商工会： 情報発信の協力

・宅建協会： 権利者と引合申出した企業との面談会開催時に協力

宅建業者と協定を結んだ実施体制の例（大槌町の事例）
（出典：大槌町）

役割分担

・ 大槌町： 空き地登録の募集～物件問い合わせ対応まで

※ 契約手続は、町と協定を結んだ不動産業者が対応し、町は関与しない

・ 不動産業者： 現地見学対応～売買・貸賃借の交渉・契約まで

※ 町と協定を結んだ不動産業者
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

４ マッチングの準備

既存の不動産仲介の状況と融合させた仕組みの検討 （出典：いわき市）

登録申し込みの際に
・既に宅建業者と媒介契約を締結している物件も登録の
対象に含めることにより、地区全体の情報を発信する。
また、情報の発信を市と宅建業者の双方で行い、より
高い効果を目指す。

・いわき市市空き家バンク事業を担う「いわき市住まい
情報センター」が、宅建業者の選び方や契約の方法等
に関する相談に応じるほか、土地所有者から業者選び
を依頼された場合には、その調整を行う。

・スムーズな交渉・成約を図るため、売買・賃貸借の
交渉・契約は、宅建業者を介して当事者間で行う。

16

既存宅建業者により土地の仲介業務がすでに行われて
いたことから、既存の不動産仲介の状況も生かした仕組
みとしている。



土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

２ マッチングの取組の流れを構築する（クローズ型・オープン型）

⇒ 被災地で行われるマッチングには大きく「クローズ型」と「オープン型」がある

クローズ型とは、土地情報を公開せずに、行政内部の情報のままマッチングを行う手法
メリット ：行政内部の情報で対応できるため、土地情報の整理が不十分で、情報量が少なくても実施可能

地権者の意向等で土地情報の公開が困難な場合も実施可能
デメリット：土地の情報が公開されないため、土地を利用したい事業者等が自発的に市町村に問い合わせた場合に限り

成立（発信力が弱い）

オープン型とは、土地情報を公開し、広く利用者を募り、マッチングを行う手法
メリット ：広くホームページ等で公開し土地情報を得やすくなるため、効果的にPRしやすく、広く立地希望者を募る

ことが可能
デメリット：情報公開に合わせた土地情報の整理や、所有者の同意を得る等、作業量を必要とする

⇒ メリット・デメリットを踏まえ、被災地では、当初クローズ型マッチングを実施し、クローズ型マッチン
グでは新たな利用者の掘り起こしが困難となった場合に、オープン型マッチングに切り替え実施している

⇒ 土地の需要が見込まれる場合などはクローズ型マッチングのみの実施、情報発信を重視し積極的に利用者
を探す場合などはオープン型マッチングのみの実施もある

メリット デメリット 選択の仕方

ク
ロ
ー
ズ
型

・十分に整理できていない（精度が低
い）土地情報でも実施可能

・地権者の意向等で土地情報の公開が困
難な場合も実施可能

・土地の情報が公開されないため、土地を利用し
たい事業者等が自発的に市町村に問い合わせた
場合に限り成立（発信力が弱い）

・事業実施中、土地情報の収集・整理中の段階か
ら、個別にマッチング対応する場合

・地権者の意向で土地情報の公開が困難な場合地
区全体として事業者等の立地募集を行う場合

オ
ー
プ
ン
型

・広くホームページ等で公開し土地情報
を得やすくなるため、効果的にPRしや
すく、広く立地希望者を募ることが可
能

・情報公開に合わせた土地情報の整理や、所有者
の同意を得る等、作業量を必要とする

・クローズ型マッチングでは新たな利用者の掘り
起こしが困難となった場合

・情報発信を重視し積極的に利用者を探す場合
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土地活用の促進等に係るガイドブック＜嵩上造成地（改訂版）＞

４ マッチングの準備

１ 取組の方針が決まったら、その内容が伝わるよう広報・ＰＲを実施

⇒ マッチングの取組の流れを構築し、方針が決まったら、その内容が事業者等の利用主体へ伝わるよう広
報・ＰＲを実施する

⇒ 業種を絞りこんでＰＲすることも効果的と考えられ、地域ニーズ等を踏まえて、事業者等へ働きかけると
よい
※土地登録しない土地所有者について、意向調査を実施し、意向がない方等への対応も検討し制度改善を行うことも考えられる

⇒ 関連施策を持つ部署と連携してＰＲすることも有効である

Step４-３ 広報・ＰＲの実施

誘致業種への働きかけ （出典：大船渡市） マッチング事業（土地バンク）と情報発信
（出典：大船渡市）

18

誘致業種を想定した能動的な営業手法の例として、地域として必要とする
機能、土地利用の諸条件や得られる支援等をまとめた地区ＰＲ資料を作成。 地区内土地所有者の土地利用現況調査と意向調査を毎年適宜実施している。

それにより、登録手続簡略化や地区の土地利用情報の見える化等の検討・改
善につなげている。

〈取組・ 改善の視点（例）〉

Ａ：土地を探している方（利用
主体）への動機創出（誘導
施策、環境づくり、魅力づ
くり）

Ｂ：マッチングの取組・支援の
改善

（マッチング支援、情報発信
支援）

Ｃ：未利用地を所有している方
への動機創出（意識醸成）
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４ マッチングの準備

連携による広報・ＰＲ実施の検討 （出典：いわき市）

19

庁内の他、福島県、NPO、いわきふるさと誘致センターと連携し、市内外、ターゲット別の効果的な情報発信を検討。
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０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ

20
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5 マッチングの実施

１ クローズ型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する

⇒ クローズ型マッチングには様々な方法があり、被災地で実施されている以下の２つの方法をはじめ、
地域に応じた方法を選択し実施（複数の方法を実施しても良い）

Step５-１ クローズ型マッチングの実施
※ クローズ型マッチングを実施しない場合は次のSTEP5-2へ

クローズ型マッチングＡ 買主・借主の区内への立地希望に対し、適した空き区画を紹介

土地の情報を公開せず市町村が自ら利用希望者（買主・借主）と土地所有者（売主・貸主）の間のマッチングを行う方法

＜マッチングの流れ＞
１）買主・借主が市町村に立地希望を問い合わせ
２）市町村（事業担当部局）が土地情報カルテを基に、買主・借主に売主・貸主の了承を得た土地を紹介
３）買主・借主も了承すれば、売主・貸主と買主・借主それぞれの情報を紹介しマッチング

※ 通常の事業体制の範囲での実施可能性が高い手法
※ 売主・貸主と買主・借主の交渉には自治体は関与しない

売主・貸主 市町村 宅建業者 買主・借主

１）買主・借主が市町村に立地希望を問い合わせ市町村が地区内の売主等の土地
から、希望にあった土地を選択

★マッチング

２）市町村が買主・借主に土地を紹介

関わらない
仕組みのイメージ 21
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5 マッチングの実施

クローズ型マッチングＢ マッチング会（売主・貸主と買主・借主の面談会）の開催

マッチング会を開催し、会を通じて限定的に地区内の空き区画の土地情報を公開し、土地を売りたい・貸したい所有者と参加し
た買主・借主の間をマッチングする方法

＜マッチングの流れ＞
１）マッチング会（面談会）開催を計画。売主・貸主や買主・借主等の関係者へＰＲを行い、会への参加を促す
２）売主・貸主の利用登録を行う（売主・貸主の参加確認と情報提供承諾を得る）
３）買主・借主の利用登録を行う
４）マッチング会の開催（必要に応じて、売主・貸主と買主・借主間の調整や仲介を担う宅建業協会も参加）
５）買主・借主（事業者）のブースに売主・貸主（土地所有者）が訪れ、利用希望を申し出る
６）申し出に買主・借主（事業者）が了承することでマッチングが成立する

※ 民民契約時には、両者の必要に応じて、宅建業者が調整・仲介等に関与する
※ 売主・貸主と買主・借主の交渉には自治体は関与しない

大船渡市のマッチング会の事例
（出典：大船渡市）

仕組みのイメージ

売主・貸主 市町村 宅建業者 買主・借主

３）買主・借主の利用登録

４）マッチング会の開催

★マッチング

２）売主・貸主の利用登録

直 接 は 関 わ
らない

１）マッチング会（面談会） 開催を計画。会への参加を促す。

22
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5 マッチングの実施

１ オープン型マッチングの対象とする土地情報を公開する

⇒ 土地所有者へオープン型マッチングへの参加に関する意向を確認
⇒ 参加意向のある土地については、Step3-2で整理した土地情報の公開の可否を確認
⇒ 公開するマッチング対象の土地を決定。公開する土地情報も確定

※ 情報は宅建業法の重要事項説明に準じて作成することが望ましい

⇒ 市町村や宅建業者のホームページ・窓口で図面・土地情報を公開
※ 地権者の意向に応じて、一部土地情報に限定したり、窓口のみの公開にすることも可能
※ ホームページのトップページへのリンク等の閲覧しやすさ、移住等ページへの複数リンク等の利用しやすさも重要

Step５-２ オープン型マッチングの実施
※ オープン型マッチングを実施しない場合は次のSTEP6へ

釜石市の土地情報の公開の事例
地区全体における位置と個別の土地情報（出典：釜石市）

気仙沼市における登録空き画地と
意向位置図（出典：気仙沼市）

いわき市豊間区（協議会）における
チラシの作成（出典：ふるさと豊間復興協議会）

23
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5 マッチングの実施

２ オープン型マッチングを行う場合の仕組みを決め、マッチングを実施する

⇒ オープン型マッチングには様々な方法があり、被災地で実施されている以下の２つの方法をはじめ、地域
に応じ、庁内の体制や人員の状況、宅建業者・協会との関係性等を踏まえ適した方法を選択し実施

オープン型マッチングＡ 市町村等が買主・借主と売主・貸主の間の連絡を行い、マッチングする方法

市町村が自ら間に立って引き合わせを行い、マッチング後の契約交渉は当事者間・宅建業者に任せてしまう方法（例：気仙沼市エントリー制度）

＜マッチングの流れ＞
１）買主・借主が市町村へ希望用地の引き渡しを申し出
２）市町村が買主・借主の利用登録（立地希望の問い合わせ）に対して、

自ら売主・貸主に連絡をとり買主・借主へ紹介する
３）売主・貸主が了承後、買主・借主へ連絡
４）両者間で売買・賃貸交渉（宅建業者等へは両者が直接交渉）

気仙沼市では、自ら売主・貸主の間に入って引き合わせを行い、マッチング後の契約交渉は、契約者同士に委ねることで、簡略的なオープンマッチングを実現

気仙沼市におけるＵＲ都市機構の「エントリー制度」 （出典：気仙沼市）
24
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5 マッチングの実施

オープン型マッチングＢ 市町村が宅建業者（協会）と協定締結して情報提供を行い、連携してマッチングする方法

市町村が宅建協会と協定締結して、役割分担して取組、マッチング後の契約交渉も協定を結んだ宅建業者が基本的に担う方法
宅建業者の自主的な情報網により、土地情報発信や収集、立地希望把握が期待できる
また、宅建業者や関連専門業者による専門的アドバイスや取引支援等のアフターフォローも可能

＜マッチングの流れ＞
１）市町村は複数の宅建業者（宅建業協会）と協定を締結

※ 市町村は、買主・借主からの売買・賃貸等の立地希望に係る連絡・やり取りには、基本的に直接対応しない

２）市町村は利用希望の売主・貸主へ、協定を締結した宅建業者リストを提供
３）売主・貸主が宅建業者を選択し問い合わせ（不動産仲介の依頼）
４）宅建業者は、利用希望の買主・借主情報から問い合わせ受け、売主・貸主に契約意向の有無を確認
５）売主・貸主が契約意向であれば、宅建業者が、買主・借主へ売主・貸主情報を伝える
６）宅建業者が売主・貸主へ契約交渉の実施について連絡

左記は、売主・貸主が宅
建業者に仲介を依頼するパ
ターン。買主・借主が宅建
業者に仲介を依頼する形で
連携したパターンもある

25

大槌町では宅建協会と協定を締結して、マッチングから契約交渉まで宅
建業者と契約者同士に委ねることで、行政の関与をより低減したオープン
マッチングを実現。

大槌町における「宅建業者との協定締結」による空き地バンク
（出典：大槌町）
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０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ
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６ マッチング後・契約

１ 宅建業者が仲介を行い、売主・貸主、買主・借主の間での契約交渉を行う

⇒ 土地活用促進のため、契約時における支援もある
例）契約件数に応じた宅建業者への助成、売主・貸主または買主・借主からの仲介手数料の無料措置、成

約した買主・借主への助成 等
⇒ 宅地建物取引業団体とは、協定に限らず情報交換・連携を図る

例）土地登録の際に宅建業者の連絡先を問い合わせ先として掲載可能とし、不動産サイトで広く土地情報
発信や営業活動が可能

※ 公有地の場合、公有地媒介制度等の宅建業者との連携により、土地情報を広く発信することも考えられる

Step6 契約交渉・条件の擦り合わせと契約（宅建業者が実施）

27

大船渡市における宅建業者との効果的な連携、仲介・相談等取組
（出典：大船渡市）

土地登録とともに宅地建物取引業者へ相談することを推奨しており、未
利用の土地所有者向けにチラシを送付。

公有地媒介制度（出典：酒田市）

酒田市他、市有地媒介制度によって宅地建物取引業団体と協定を締結し、
公有地の取扱を可能とし、民有地の空き家バンク等制度とも併用する自
治体がみられる。

〇酒田市（山形県）「市有地売却の媒介制度」
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０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ
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７ 情報更新

29

１ 既存の掲載土地情報をできる限り最新に更新する

⇒ 土地情報や売主・貸主意向の変化を定期的に把握して情報を更新

Step7 定期的な情報更新

２ 継続的に新たな土地情報を掘り起こして仕入れる

⇒ 土地所有者の意向について、アンケート調査等を定期的に行い、未登録の土地所有者の意向変化（活用意
向の有無、集約意向等）を把握し、土地情報を更新
※ 相続・売買等による土地所有者の変更に注意が必要

⇒ 平時の空き地バンクとしての継続の検討へ

⇒ 常に新しい情報が掲載されていることは利用者への定期的な情報発信、仕組みの情報の信頼度の向上にも
つながる重要な取組
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０ ガイドブックの構成

嵩上造成地（主に民有地）

生活再建型土地活用型

６ マッチング後・契約

７ 情報更新

４ マッチングの準備

５ マッチングの実施

１ 組織・仕組みづくり

２ 基礎情報の収集整理

３ 土地所有者意向の把握、土地情報のまとめ

土地保全の検討

30
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土地保全の検討

31

土地所有者による土地の保全

⇒ 嵩上造成地の民有地所有者に対して必要な維持管理を促すため、持続的な管理の工夫、土地所有者
による草刈り等の支援、誘導等の仕組みを検討する

例）条例の制定、管理委託の制度、地元住民による管理、ふるさと納税の活用 等

■ 民有地の保全方策の例
草刈りの委託による空き地管理をふるさと
納税返礼品で実施（出典：陸前高田市）

名張市あき地の雑草等の除草に関する
条例（出典：国交省、名張市）保全方策の例 概要

①条例の制定 • 対象とする空き地を定め、
適正な管理の規定、勧告・
命令や訪問による指導

②業者・シルバー
人材センター等へ
の草刈り・管理委
託制度

• 代行による支援やインセン
ティブ付与

（ふるさと納税の活用）

③地元住民による
活用・管理

• 地元住民等の活動の場とし
て空き地等の管理をサポー
トする仕組みづくりを実施

• 地元団体等に対し、空き地
等を公園・広場に類する場
所として貸し出す

• 団体と土地所有者のマッチ
ングや活動に対する助成を
併せて検討
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